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地方独立行政法人広島市立病院機構 役員の報酬等の支給基準の変更について 

 

 

１ 審議事項 

⑴   広島市から、地方独立行政法人広島市立病院機構の役員の報酬等の支給基準の変更

に係る届出があった旨の通知があったため、地方独立行政法人法第５６条第１項（第

４９条第２項準用）に基づき、当該届出に係る意見の申出について審議するものであ

る。 

 ⑵ 今回の報酬改定は、広島市職員の給与改定を踏まえた改正であることから、社会一

般の情勢に適合したものと認められるものであるため、評価委員会として意見がない

旨の申出を行うことにしたい。 
 

    本市職員の給与改定（平成２６年１２月１８日、１２月補正予算案議決） 

給 与 改 定 率  ０．２３％増 

期 末 ・ 勤 勉 手 当  ０．１５月分増額 

給与改定実施時期  平成２６年４月１日 

 

 

２ 変更内容 

  常勤役員の期末手当の額を０．１５月分増額する。 

区 分 変 更 前 変 更 後 

期末手当 

年間支給額 

（給料月額＋地域手当の月額）× 

１．２×３．９５ 

年間支給額 

（給料月額＋地域手当の月額）× 

１．２×４．１ 

  

 

３ 報酬規程の改正 

⑴   改正の内容 

次のとおり役員報酬の期末手当の支給割合を、０．１５月分増額する。 

ア 平成２６年度は、３月に支給する期末手当の支給割合を増額する。 

イ  平成２７年度以降、６月及び１２月に支給する期末手当の支給割合を０.０７５

月分それぞれ増額する。 

区 分  現 行  改 定  
  

平成２６年度  

  ６月  １．７ 月 １．７７５月 １．７ 月 

 １２月  １．８５月 １．９２５月 １．８５月 

  ３月  ０．４ 月 ０．４  月 ０．５５月 

計  ３．９５月  ４．１  月  ４．１ 月  

 

⑵   施行日 

平成２６年１２月２５日 

ただし、前号イの改正については、平成２７年４月１日から施行する。 

資料４ 
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〔参考〕 根拠法令等 

 

⑴  手続き 

  法人は、報酬等の支給基準を決定又は変更するときは、市長に届出、公表しなけれ

ばならない。 

市長は、届出があったときは、評価委員会に通知し、評価委員会は、社会一般の情

勢に適合したものかどうかについて、市長に意見を申し出ることができる。 

 

【地方独立行政法人法】 

 第４８条 

 ２ 特定地方独立行政法人は、その役員に対する報酬等の支給の基準を定め、これ

を設立団体の長に届け出るとともに、公表しなければならない。これを変更した

ときも、同様とする。 

 第４９条 設立団体の長は、前条第２項の規定による届出があったときは、その届

出に係る報酬等の支給の基準を評価委員会に通知するものとする。  

２ 評価委員会は、前項の規定による通知を受けたときは、その通知に係る報酬等

の支給の基準が社会一般の情勢に適合したものであるかどうかについて、設立団

体の長に対し、意見を申し出ることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 基本的な考え方 

法人の報酬等の支給基準は、広島市職員の給与、他の地方独立行政法人及び民間事業

の役員の報酬等、当該法人の業務の実績その他の事情を考慮して定めなければならない。 

 

【地方独立行政法人法】 

 第４８条 特定地方独立行政法人の役員に対する報酬及び退職手当（以下この条、次条

及び第５６条第１項において「報酬等」という。）は、その役員の業績が考慮される

ものでなければならない。  

３ 前項の報酬等の支給の基準は、国及び地方公共団体の職員の給与、他の特定地方独

立行政法人及び民間事業の役員の報酬等、当該特定地方独立行政法人の業務の実績及

び認可中期計画の第２６条第２項第３号の人件費の見積りその他の事情を考慮して

定めなければならない。 

第５６条 第４８条及び第４９条の規定は、一般地方独立行政法人の役員の報酬等につ

いて準用する。この場合において、第４８条第３項中「実績及び認可中期計画の第２

６条第２項第３号の人件費の見積り」とあるのは、「実績」と読み替えるものとする。 
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